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論文内容の要旨
(1) 本論文ti，従来ーの学説が用いてきた概念の中には暖昧さが残ったり実際の法現象を的確には把握で
きないものがあるのではないか，見過ごされてきた法的論点があるのではなL、か等の問題意識に基づき，
更にはドイツ法からも_-部示唆を受けつつ，わが悶における行政立法および行政基準に関する諸問題・諸
論点を概括的に務理・検討したうえで.独自の分析を加えたものである。
(2) 第一章では，行政立法ω意義・範囲・動向??に関する f序論」のあと，議会の側の対応が問題とな
る.行政への立法の授権に関する諸問題と，行政の側の対応が問題となる， 1:受権にもとづいて定立される
行政立法の法的統制に関する諸問題のごつに大きく分けて，整理と検討が行われている。
第四阜では，行政基準に近い従来の概念である|訓令・通達」について，概念の整理のあと，訓令たる
性格をらっ iWIl令・通達」類の定寸の法的恨拠・性格， i通達による行政」というる現象の忘味と問題性な
どを整理・検討しこれらを第五章の l前提作業」と位置づけているo
第五章は， i行政活動の内容・要件・手続等に関して行政機関が定立した定めであって，行政立法がもつ
ような外部的法的効力をもたないものーlを「行政基準」という新しい概念によって把握し行政活動の法
的統制という観点から，行政基準に関する諸論点・諸問題を整理・検討している。この煮では.l'子論」に
おいて行政基準という概念を聞いる理由，この概念の意味・範囲を述べ，さらに類型化を試みたあと，大
きくは第一に，施行直後の行政千続法も視野に入れて，行政基準の定ft_の問題と定立された行政基!'fの公
開の問題を，第三に，行政活動の司法審査に際して行政基準がもちうる意味・位置づけに着目した「行政
基壊と司法審査Jの関係の問題を，それぞれ整理・検討しており，後者では，わが同における:通達によ
る裁判」的な現象についても論及している。
(3) その他の各中では，第ーに， ー般論的検討の中でも言及されている，行政立法または行政基準にか
かわる二つの基礎的概念の分析・検討がより詳細に行われている。「法規」概念についての第三重，および
付政「内部法」概念についての第六章がそれにあたる。第一に，行政立法に関して不している一般論的考
察の具体的事案への適用が行われている。行政立法に関する最高裁の二判決を分析・検討する第二章がそ
れにあたる。
論文審査の結果の要旨
木論文を収めた書物は，行政マー法および筆者のいう「行政基準|を対象とする，わが国で最初のかっ木
格的な研究書であろ。そして，その特徴または学I/¥Jトの意義は，つぎの諸点にあると考えられる。
-267一
第一に.従来の行政法学は「行政tr.法」を「法規命令」と|行政規則」を包括する上位概念として用い
る傾向にあったが，本論文は， r立法」・「法規」等の概念の検討をふまえて，行政立法を凶のいわゆる
「法規命令Jと地方公共団体の行政機関の規則等による寸
る内容をもつ|行政規目則リJについて「行政基準」という新しい概念を設定し，かっ，行政立法と「行政基
準」の両者を視野に入れて，両者全体について概念的・理論的な混乱または矛盾のない一般法埋論を構築
しようとしていることである。そして，その際において木論文が示している基礎的な概念の用い方，すな
わち「行政立法」概念の理解や「行政基準」という新しい概念を用いる理由は，十分に説得力をもつもの
である，と評価することができる。
第二に，木論文は，全体としてわが国の学説・判例・行政実務を素材とした，わが箇についての研究で
ある。このような研究姿勢または方法は，わが凶に虫[Jした一般法理論の形成という観点からは.貴重であ
ると考えられる。また， i打1
るが' このことは，筆者の一般論的叙述がいわはば‘地に足がついたものであることを物;語Eつているとともに.
これまでの研究/水k準を相当lにこζJ-_岡る内容のものになつていることの背E累をでで、もあるであろう。
第三に，本論文はこれまでに議論されてきた諸論点を整理・検討しているにとどまっているわけではな
く，これまでは検討対象とされてきていない法的論点のあることを随所で指摘しており (i規程Jの性格の
多様さ・「…が定める」という何を授権されているのか不明確な規定の存荘.等々)，問題発見的な研究と
いう色彩も見られる。また.i委任命令」だけでなく「執行命令」についても議会立法による綬権が必要で
はないか等といった怠欲的かっ問題提起的な見解も示している。さらに， i行政基準」という概念を用いて
の司法審査との関係に関する整理と論述は，先行業績のほとんどない中で独創的ともみえるきわめて重要
な研究成果であり， i通達による裁判」的現象の存在の指摘は憲法学から見ても関心を惹くものである。
本論文は，以上のような特徴と意義をもつものであり，この分野に関する付政法学または公法学におけ
る研究水準を十目当に高め，かつ今後の議論・検討のための基礎的で重要な手がかりを.害富に提供している，
と評価することができるc
以上のとおり，本論文は，主題に関する従来の研究水準を引きょげ‘るものであり，かっ独創的な研究に
よって新領域を開仏ーしたと評価できる。よって.本研究科における博士(法学)の学位の授与基準を十分
に上凶るものである，と結論づける。
??????
